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論文要旨 
 

 企業におけるCSR情報の開示は進んでいるが，これを金額的に評価するCSR会計はい

まだ発展途上といえる。ところで，近年急速に関心を高めている統合報告書においては，

財務以外にも拡大した資本概念を用いて価値創造について説明することが求められてお

り，その際これを金額的に評価することの有用性も示唆されている。そこで，統合報告

書においてCSR会計についての進展がみられるかどうかを分析するため，IIRCのパイロ

ットプログラム参加企業を対象に開示情報を分析した。結果として統合報告であると言

及している企業の方がそうでない企業よりも金額情報の開示が多いことが分かった。今

後多くの企業が統合報告に移行していくことでより金額情報の開示が広まることが予想

され，CSR会計の発展に貢献することが期待できる。 

 

 

１ はじめに 
 

 CSR（企業の社会的責任）に関する情報は，サステナビリティレポート等で開示されてきたが，

その取組結果については，パフォーマンス指標として主に数値情報で開示されることが一般的で

ある。CSRについてこれを金額的に評価する取組は，1970年代に社会責任会計として特にヨーロ

ッパを中心に理論面・実践面で進展がみられたものの，実務的な困難性から，長くは続かなかっ

た（向山，2004）。2000年以降，麗澤大学企業倫理研究センターのCSR会計，SIGMAのサステ

ナビリティ会計などが提案されたが，実務的には普及しているとはいえない状況にある（國部，

2007）1）。また，いずれも会計と呼んではいるが必ずしも全てを金額情報で捉えることを指向し

ているわけではなく，金額情報としては，実務的に対応しやすいコスト情報や付加価値会計情報

が中心となっている。しかしながらCSR活動の目的をサステナブルな社会の実現と捉えるなら，

CSR会計の本質は，企業が社会・環境面でどのような影響を及ぼしたのかを金額的に表現するこ

とにあると考えられる。付加価値会計情報はこの要請に一部応えてはいるが，あくまで企業が直
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接的に経済的影響を及ぼしているものに限定されており，企業が社会・環境に及ぼした影響をす

べて捉えているとはいえない。この点，1970年代にみられた社会責任会計はその本質を捉えて

いたと考えられるが，実務上の困難性から浸透せず，CSRに注目が集まる現在においても，CSR

に関する金額評価は未だ発展途上となっている。 

 ところで，IIRC（International Integrated Reporting Council）による統合報告のフレームワ

ーク（IIRC，2013b）開発をきっかけに，統合報告書への関心が急速に高まってきた。統合報告

書では，より長期的な視点から企業の投資判断が行えるよう，価値創造について説明することが

求められている。フレームワークでは，企業が利用し影響を与える様々な資本を示し，価値創造

と関連するこれらの資本について開示することを求めている。資本とはいえ従来の財務資本以外

についても包含されるため，必ずしも金額的な評価を求めているわけではないが，その有用性に

ついては触れられている2）。統合報告の推進にあたっては，IIRCがパイロットプログラムを実施

しているが，参加企業はこのような開示に対して意欲的である可能性が高いと考えられることか

ら，開示状況を分析することでCSR会計の進展についての知見を得ることが期待できる。 

 統合報告書を分析した先行研究として筆者が調べた範囲では，青木（2014），山下（2013），

Dumitru et al.（2013）， Anria and Zyl（2013）， Ioana and Tudor（2013）において，具体

的な記載内容が検討されていた。青木（2014）は，日本の製薬会社8社の統合報告書を対象に，

その特徴を整理するとともに，武田薬品工業についてCSR活動の行動規範について整理してい

る。山下（2013）は，武田薬品工業の2012年アニュアルレポートについて具体的内容を検討し

ている。Dumitru et al.（2013）は，パイロットプログラム参加企業の中のソフトウェア部門か

らIndra社を選定し，その報告書が統合報告の報告原則をどのように反映しているかを検討して

いる。Anria and Zyl（2013）は，ヨハネスブルグ証券取引所のサステナビリティ・インデック

スに採用された企業のうち統合報告書を作成している23社を対象に，統合報告がサステナビリテ

ィ開示の質を改善させたかどうかを分析している。また，Ioana and Tudor（2013）は，パイロ

ットプログラムに参加しているアジア太平洋地域の企業16社を対象に，環境・社会情報の開示レ

ベルと財務業績との関連を検討している。いずれも，特定の地域，産業，企業を対象にしたもの

で，検討内容としてCSR会計を取り上げたものは見当たらなかった。 

 そこで，本稿では，パイロットプログラム参加企業のうち，地域や業種を広く対象に含めると

ともに，内容面ではCSR会計（金額評価）の開示の観点から分析を行った。CSR会計の開示の観

点としては，以下の3点を検討対象とした。 

①フレームワークにいう価値，資本についての金額情報の開示状況 

②付加価値会計情報の開示状況 

③GRIガイドライン（G3.1）における経済的指標のうちのEC9（企業活動がもたらす間接的な

経済的影響）の開示状況 

①については，「価値，資本」が統合報告書の特徴的開示であることに加え，金額評価の有用性
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が示されていることから調査対象とした。②は，CSR会計に関するフレームワークにおいて付加

価値会計が含まれていることが一般的であり，CSR会計の中心的な開示と考えられることから調

査対象とした。③の指標は，サステナビリティ報告において広く適用されているGRIガイドライ

ンにおける経済的指標の一項目である。当該指標は，企業活動がもたらす間接的な経済影響に関

するものであるが，持続可能な発展という状況において，組織の経済的影響力の中で重要な部分

であり，地域社会や地域経済に関連して評価・報告するためには特に重要であると説明されてい

る（GRI，2011，IP:EC, p.13; 日本語訳，2008，13頁）。このためCSR会計の観点からは重要な

指標と考えられるが，計算の困難性から日本ではほとんど開示がみられない項目である。このた

め海外の企業において先進的な開示がみられるかどうかを検討するため対象に加えた。以上の分

析から，パイロットプログラム参加企業において，CSR会計情報の開示に関して何らかの進展や

特徴がみられるかどうかを検討することが本研究の目的である。 

 

 

２ 対象企業の概要 
 

 2012年のパイロットプログラムを総括したIIRC（2012）によると，2011年10月以降75以上

のビジネスと25の投資家組織がパイロットプログラムに参加しており，そこには多様なセクタ

ー，国が含まれている。今回，分析対象としては，76のビジネス（23ヵ国）の中から比較しや

すい一般事業会社を選択した。対象となる一般事業会社は，会計事務所と金融機関等（銀行，金

融サービス，保険，その他）のセクターを除いた51社である。 

 対象とした51社のうち，2014年3月時点においてアニュアルレポート（以下AR）をウェブ上

で公開している企業は46社（30セクター，21ヵ国）であった。よって，この46社を対象に具体

的な内容の検討を行っていく（表1は対象企業の一覧）。 
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表1 対象企業の一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

46社のARにおいて，統合報告書（以下IR）であると言及しているかどうかを調査したところ，

IRであると言及しているのは23社（50％），一部導入している等，なんらかの言及を行っている

のは7社（15.2％），言及がみられなかったのは16社（34.8％）であった。 

 さらにこれらの企業がサステナビリティレポート等（以下SR）を開示しているかどうかを調査

した結果を表2に示した。ここでは，CSRやサステナビリティについて，まとまりのある報告書

の形態をとっているものをSRとして取り扱った。3社は報告書としての発行はないが，自らウェ

ブ情報をSRとして取り扱っている。開示状況をみると，全体の半数以上の企業が別途SRを開示

しているが，特にIRの言及がない企業ではその割合が高くなっていた。 

表2 SRの開示状況 

 

 

 

 

 

 

3 開示内容の検討 
 

3.1 価値，資本の開示状況 

 IIRCのフレームワークにおいては，長期にわたる価値創造について説明することが統合報告書
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の主目的とされている（IIRC，2013b，p.4）。また，資本とは，価値のストックを指し（IIRC，

2013b，p.4），価値創造プロセスに影響を及ぼすことが示されている（IIRC，2013b，p.13）。

従って統合報告書の主眼は，価値，資本を開示することにあると考えられることから，ARにお

いて価値，資本がどのように開示されているのかを検討した。 

 価値についての開示状況（表3）をみると，90％以上の企業が何らかの説明を行っていた。た

だし，説明内容としては，定性的な内容のところが多く，定量的もしくは金額情報を入れた説明

を行っている企業は全体の23.9％にとどまっていた。なお，この割合はIR言及企業では39.1％と

高くなっていた。また，金額情報のある9社のうち，価値創造の全体像の中で金額情報を示して

いるのは5社であった。 

表3 価値についての開示状況 

 

 

 

 

 

 続いて，資本についての開示状況を概観する。フレームワークでは，「財務資本，製造資本，

知的資本，人的資本，社会・関係資本，自然資本」という6つの資本を提示している（IIRC，2013b，

p.11）。資本の開示状況（表4）をみると，IR言及企業の半数近くが財務以外の資本に言及してい

る一方，それ以外の企業ではほとんど説明がなされていなかった。6つの資本はあくまで例示で

あることから，自社の特性に応じた分類をしている企業も5社みられた。財務以外に言及した12

社の開示内容は，全体像を一覧のような形で示しているのが8社，個別のページで説明している

のが3社，全体と個別のページを併用しているのが1社であった。このうち，全体像の中で特に金

額情報を開示していたのは2社であった。 

表4 資本についての開示状況 

 

 

 

 

 

 価値や資本の全体像の中で金額情報を開示している企業の開示内容を要約すると表５のよう

になっている。 
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表5 価値・資本の記載内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 開示内容からは，企業のビジネスモデルにおいて，関連する数値情報・金額情報をおりまぜ，

全体的な価値創造の状況を示す試みがみられる。ここで示されている金額情報のうち，従来の財

務報告にはない項目としては，サプライヤー関係の支出，社会貢献投資，トレーニング費用，な

どがあげられる。しかしながら，計算根拠が示されていないため他社比較は困難な状況といえる。 

 

3.2 付加価値会計情報の開示状況 

 付加価値会計情報については，ステークホルダーへの分配額のみを開示しているものも広く付

加価値情報として取り上げ，その開示状況を分析した（表6）。半数以上の企業が付加価値情報を

開示しており，中でもIR言及企業ではその割合が高くなっていた。また，開示場所については，

IRに言及のない企業ではSRでの開示比率が高くなっていた。 

表6 付加価値情報の開示状況 

 

 

 

 
注）ARで開示のうち5社は，SRでも開示している。 

 

 さらに付加価値情報の開示内容については，付加価値額の創出額と分配額について開示がある

かどうかで区分し，さらに，創出額と分配額の開示がある場合に，前給付を控除しているケース，
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GRIガイドラインの経済性指標EC1（付加価値の創出を「収入」，分配を「事業コスト」「従業員

給与と福利」「資本提供者への支払」「政府への支払」「コミュニティ投資」，差額を「留保」とし

ている。）（GRI，2011，IP:EC，p.4; 日本語訳，2008，4頁）に準拠しているケースを区分して

分析した（表７）。創出額と分配額を開示している企業の方が，分配額のみの開示企業よりも多

くなっていたが，特にIRに言及のある企業でその割合は高くなっていた。なお，集計対象の具体

的項目について記載がある企業を比較したところ，その内容にはばらつきがみられた。 

表7 付加価値情報の開示内容 

  

 

 

 

 

3.3 間接的な影響の開示状況 

 分析対象とした報告書の多くは，GRIガイドラインに準拠して作成されていた。GRIガイドラ

インでは，経済に関連する重要な指標をEC1からEC9として示している（GRI，2011，IP:EC）。

このうちEC9は，企業活動がもたらす著しい間接的な経済的影響に関するもので，経済的指標の

中でも測定が困難な指標といえる。今回調査対象とした46社のうち，GRIの記載状況が識別でき

るGRIインデックス（対照表）を開示していたのは36社であった。そのインデックスを参考に，

EC9についての記載状況を検討した結果が表8である。インデックス上何らかの記載（該当する

ページなど）があったのは29社であるが，実際に間接的な影響について示されていたのは13社

であった。また，13社のうち金額情報が示されていたのは4社，定量的な指標が示されていたの

は4社であった（表9）。 

表8 EC9の記載状況 

 

 

 

 

表9 EC9の間接的影響の記載内容 
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表10 間接的影響（金額情報）の記載内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 金額情報を開示している4社の開示内容を表10に示した。このうち，Cliffs，Flughafen 

München，Microsoftは，地域経済や国への経済効果を試算した情報を開示している。Microsoft
は別冊でその詳細を開示しているが，他の２社は具体的な計算方法について記載がみられなかっ

た。また，いずれも過年度の情報を開示していることから，このような評価結果をタイムリーに

開示することは困難であることが想定された。しかしながら，自社の事業がもたらす間接的な経

済効果について試算する先進的な取り組みが実施されている状況をみることができた。 

 

 

4 おわりに 
 

以上の分析結果から，パイロットプログラム参加企業の中でも，全体的にIRの言及がある企業

の方が金額情報の開示割合が高い傾向がみられた。特に付加価値情報については，半数以上がこ

れを開示しており，今後，付加価値情報の開示が定着していくことが期待できる。一方，IRの特

徴的な開示である価値や資本については，価値や資本そのものを金額評価するというよりはむし

ろ，従来からすでに把握している金額情報を関連する項目の中で表示することで，その全体像を

示そうとする傾向が伺えた。さらに，企業活動がもたらす間接的な経済的影響を評価しようとい

う試みがみられたが，これは，測定の新たな取り組みの進展を示唆するものとみることができる。

以上のように，IRの発行がCSR会計の進展に寄与する傾向がみられたが，現状では，IRについて

の言及がない企業が34.8％に及ぶことから，今後IRへの移行が進むなかで，多様な金額情報の開

示が増加することが期待できる。しかしながら，計算根拠についての説明が不足していることか

ら，比較可能性や信頼性の面では課題があるといえ，IRの報告実務が拡大していく中で，CSR会

計情報がどのように進展していくのか，引き続き研究していきたいと考えている。 
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注 
1） 麗澤大学のCSR会計については麗澤大学（2007），SIGMAのサステナビリティ会計についてはSIGMA

（2003）参照。この他，八木（2011）では，NSC（2009）の経済的情報をもとにしたサステナビリティ会

計が取り上げられている。 

2） IIRC（2013b）1.11において，「KPIや貨幣的な測定基準といった定量的な指標やそれらが提供される文

脈は，どのように組織が価値を創造するかを説明し，それが多様な資本にどう使われ，影響を及ぼすのか

を説明するのに大変役立つ。」としている。 

 
＜分析対象とした報告書一覧＞ 
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